
水俣市障害者地域生活支援事業の負担金に関する条例 

                         平成１８年条例第５２号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条に基づく水俣市障害者

地域生活支援事業（以下「事業」という。）の負担金に関し、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

（負担金） 

第２条 事業によるサービスを受けた者は、別表に定める負担金を納入しなければなら

ない。 

（負担上限月額） 

第３条 法第５条第２１項に規定する支給決定障害者等が法第２８条に規定する障害

福祉サービスを利用した場合及び事業によるサービスを利用した場合の同一月にお

ける負担金の合計額は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「令」という。）第１７条に規定する支給

決定障害者等の区分に応じ当該各号に定める額を超えないものとする。 

（納期限） 

第４条 前条に規定する負担金は、事業によるサービスを受けた日の属する月分を、翌

月末までに納入しなければならない。ただし、市長が、特別の事由があると認めた場

合は、納期限を変更することができる。 

（負担金の減免） 

第５条 市長は、災害その他やむを得ない事由により負担金を納入することが困難であ

ると認めるときは、負担金を減免することができる。 

（過料） 

第６条 詐欺その他不正の行為により、事業の負担金を免れた者は、その徴収を免れ

た金額の５倍に相当する額（当該５倍に相当する額が５万円を超えない場合は５万円

とする。）以下の過料に処する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（水俣市障害者移動入浴車派遣事業の負担金に関する条例の廃止） 

２ 水俣市障害者移動入浴車派遣事業の負担金に関する条例（平成１２年条例第７号）

は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行日前のサービス利用に伴う負担金については、なお従前の例による。 

４ この条例の施行日から平成２１年９月３０日までの間においては、別表中生活サポ

ート事業及び経過的デイサービス事業を除き、「５％」とあるのは「０％」と、「１

０％」とあるのは「５％」とする。 

附 則（平成２１年９月１６日条例第３４号） 

この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。 
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附 則（平成２３年１２月１４日条例第２５号） 

この条例中第１条及び第２条の規定は公布の日から、第３条の規定は平成２４年４

月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月１４日条例第３号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月１９日条例第１２号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第２条及び第３条の改正

規定中「第５条第１２項」を「第５条第１１項」に改める部分並びに第６条の改正規

定中「第５条第２２項」を「第５条第２１項」に改める部分は、平成２６年４月１日

から施行する。 

附 則（平成２５年３月１９日条例第１３号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条関係） 

地域生活支援事業負担金 

事業名 
負担金 

被保護者 市町村民税世帯非課税者 市町村民税世帯課税者 

移動支援事業 ０円 ０円 
サービス等に要した費用

の５％に相当する額 

日常生活用具給付事

業 
０円 ０円 

サービス等に要した費用

の５％に相当する額 

訪問入浴サービス事

業 
０円 ０円 

サービス等に要した費用

の５％に相当する額 

日中一時支援事業 ０円 ０円 
サービス等に要した費用

の５％に相当する額 

生活サポート事業 ０円 ０円 
サービス等に要した費用

の５％に相当する額 

備考 

１ 「被保護者」とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に

規定する被保護者をいう。 

２ 「市町村民税世帯非課税者」とは、事業によるサービス利用者及び当該サービ

ス利用者と同一の世帯に属する者（障害者については、配偶者に限る。）が、サ

ービスの利用申請があった月の属する年度（サービスの利用申請があった月が１

月から６月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含むものとし、

同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）を課されない者をいう。 

３ 「市町村民税世帯課税者」とは、前２項以外の者をいう。 

４ サービス等に要した費用は、法に基づく障害福祉サービス等に要した費用の額

等を考慮した別に定める額とする。 
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